
白岡市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則 

（趣旨）  

第１条 この規則は、白岡市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する  

 条例（平成２８年白岡市条例第８号。以下「条例」という。）の施行に  

 関し必要な事項を定めるものとする。  

（適用除外）  

第２条 条例第６条第２項第１号の規則で定める法令の許可等を受けて行  

 う埋立て等は、次のとおりとする。  

 ⑴ 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項又は第９  

  ５条第１項の認可を受けて行う土砂等の埋立て等  

 ⑵ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項（同法第８  

  ７条の２及び第８８条において準用する場合を除く。）の確認又は同法  

  第４２条第１項第５号の指定を受けて行う埋立て等  

 ⑶ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３２条第１項又は第９１条  

  第１項の許可を受けて行う土砂等の埋立て等  

 ⑷ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第１項若しくは第５条  

  第１項の許可を受け、又は同法第４条第１項第７号若しくは第５条第  

  １項第６号の規定により届け出て行う土砂等の埋立て等  

 ⑸ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第４条第１項、第１  

  ４条第１項若しくは第２項若しくは第７１条の２第１項の認可又は同  

  法第７６条第１項の許可を受けて行う土砂等の埋立て等  

 ⑹ 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第６条第１項（同法第３３  

  条第４項において準用する場合を含む。）の許可を受けて行う土砂等の  

  埋立て等  

 ⑺ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項又は第２  

  項の許可を受けて行う土砂等の埋立て等  

 ⑻ 都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第６６条第１項の許可を  

  受けて行う土砂等の埋立て等  

 ⑼ 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第１  

  ５条の２第１項の許可を受けて行う土砂等の埋立て等  



（施工基準）  

第３条 条例第７条第４号に規定する施工基準は、別表のとおりとする。  

（埋立て等の届出）  

第４条 条例第８条第１項の規定による届出は、様式第１号の土砂等によ  

 る土地の埋立て等届出書により行うものとする。  

２ 条例第８条第２項の規定による届出は、様式第２号の土砂等による土  

 地の埋立て等（一時堆積）届出書により行うものとする。  

３ 条例第８条第３項の規則で定める書類は、次に掲げるものとする。  

 ⑴ 埋立て等区域の図面（縮尺５０分の１から２５，０００分の１程度  

  までの位置図、計画平面図、縦横断面図及び土留構造図）  

 ⑵ 現況写真（埋立て等実施前の埋立て等区域全体が確認できるもので  

  インスタント写真を除く。）  

 ⑶ 土質分析計量証明書（土壌の汚染に係る環境基準について（平成３  

  年環境庁告示第４６号）別表測定方法の欄に掲げる方法により測定し  

  たもの）  

 ⑷ 様式第３号の運搬計画書（運搬経路図及び運搬経路の写真を添付し  

  たもの）  

 ⑸ 埋立て等区域の土地の登記事項証明書  

 ⑹ 埋立て等区域の登記所に備えられた地図の写し  

 ⑺ 土地賃貸借契約書の写し又は土地使用承諾書（事業主が土地の所有  

  者であって、当該埋立て等を事業主自らが施工する場合を除く。）  

 ⑻ 埋立て等の施工に係る契約書の写し（当該埋立て等を事業主自らが  

  施工する場合を除く。）  

 ⑼ 様式第４号の誓約書  

 ⑽ 境界確認証明書  

 ⑾ 道路占用又は水路占用の許可書の写し  

 ⑿ 様式第５号の残土証明書  

 ⒀ 事業主の住民票の写し（事業主が法人の場合にあっては、法人の登  

  記事項証明書）  

 ⒁ 施工者の住民票の写し（施工者が法人の場合にあっては、法人の登  



  記事項証明書）  

 ⒂ 様式第６号の埋立て等区域の土地に係る権利者の同意書  

 ⒃ 様式第７号の隣接する土地所有者の同意書  

４ 前項第３号の土質分析計量証明書は、次に掲げる物質を調査したもの  

 とする。  

 ⑴ カドミウム及びその化合物  

 ⑵ 六価クロム化合物  

 ⑶ シアン化合物  

 ⑷ 水銀及びその化合物  

 ⑸ セレン及びその化合物  

 ⑹ 鉛及びその化合物  

 ⑺ 砒素及びその化合物  

 ⑻ ふっ素及びその化合物  

 ⑼ ほう素及びその化合物  

 ⑽ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める物質  

（変更の届出）  

第５条 条例第１０条第１項又は第２項の規定による届出は、様式第８号  

 の土砂等による土地の埋立て等変更届出書に、その変更の内容を示す前  

 条第３項各号に掲げる書類を添えて行うものとする。  

２ 条例第１１条の規定による届出は、様式第９号の氏名等変更届出書に  

 より行うものとする。  

（受理書）  

第６条 市長は、条例第８条第１項若しくは第２項又は条例第１０条の規  

 定による届出を受理したときは、様式第１０号の受理書により事業主に  

 通知するものとする。  

（計画変更命令）  

第７条 条例第１２条第１項又は第３項の規定による命令は、様式第１１  

 号の埋立て等計画変更命令書により行うものとする。  

（地位の承継の届出）  

第８条 条例第１４条第２項の規定による届出は、様式第１２号の地位承  
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 継届出書により行うものとする。  

（一時堆積状況の届出）  

第９条 条例第１５条の規定による届出は、様式第１３号の一時堆積状況  

 届出書により行うものとする。  

（中止又は完了の届出）  

第１０条 条例第１６条の規定による届出は、様式第１４号の土砂等によ  

 る土地の埋立て等中止（完了）届出書により行うものとする。  

（標識）  

第１１条 条例第１７条第１項に規定する標識は、様式第１５号の土砂等  

 による土地の埋立て等標識のとおりとする。  

（改善命令）  

第１２条 条例第１８条第１項の規定による命令は、様式第１６号の改善  

 命令書により行うものとする。  

（措置命令）  

第１３条 条例第１８条第２項の規定による命令は、様式第１７号の措  

 置・中止命令書により行うものとする。  

（報告）  

第１４条 市長は、条例第１９条の規定による報告を求めようとするとき  

 は、様式第１８号の土砂等による土地の埋立て等状況報告要求書を事業  

 主等に送付するものとする。  

２ 事業主等は、前項の規定により報告を求められたときは、様式第１９  

 号の土砂等による土地の埋立て等状況報告書により市長に報告しなけれ  

 ばならない。  

（立入検査員証）  

第１５条 条例第２０条第２項に規定する職務を示す証明書の様式は、様  

 式第２０号の立入検査員証のとおりとする。  

（公表の方法）  

第１６条 条例第２１条の規定による公表は、白岡市役所掲示場に掲示す  

 るとともに、市広報紙への掲載その他の方法により行うものとする。  

（書類の提出部数）  



第１７条 第４条第１項、第２項及び第３項並びに第５条第１項及び第２  

 項に規定する書類の提出部数は、正本及び副本各１通とする。  

附 則  

 この規則は、平成２８年７月１日から施行する。  



別表（第３条関係）  

 施工基準  

 １ 一般基準  

  ⑴ 危険防止及び不法投棄防止のため、埋立て等区域の周囲に塀又安  

   全柵を設置すること。この場合において、埋立て等区域の出入口は  

   １か所とし、埋立て等を行わないときは、出入口を閉鎖すること。  

  ⑵ 埋立て等の施工時間は、午前８時から午後５時までとし、日曜日、  

   国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する  

   休日（以下「祝日法による休日」という。）及び年末年始（祝日法  

   による休日を除く。）は行わないこととし、車両の運行経路が通学  

   路に指定されている場合は、関係機関と協議し、登下校時間帯の通  

   行禁止その他交通安全に必要な措置を講ずること。ただし、周辺住  

   民の同意を得たときは、この限りでない。  

  ⑶ 埋立て等の施工に当たっては、粉じん、騒音又は振動等により周  

   辺住民に被害及び迷惑を及ぼすことのないよう必要な措置を講じる  

   こと。  

  ⑷ 交通誘導員の配置、表示板の設置その他交通安全に必要な措置を  

   講じ、事業に係る車両は、道路上に駐車しないこと。  

  ⑸ 隣地及び道路、水路等の境界杭の保全に万全を期すること。ただ  

   し、境界杭が不明の場合は、関係者及び市担当課の立会いにより明  

   確にすること。  

  ⑹ 埋立て等の届出を行うときは、事前に白岡市教育委員会と埋蔵文  

   化財について協議を行うこと。また、埋立て等を行っているときに  

   埋蔵文化財を発見した場合は、埋立て等を直ちに中止した上で、白  

   岡市教育委員会に連絡し、指示を受けること。  

  ⑺ 埋立て等の期間は、９月以内とすること。ただし、一時堆積につ  

   いては、その目的に供される期間を堆積期間とする。  

 ２ 技術基準  

  ⑴ 一時堆積を除く埋立て等の場合について  

   ア 土砂等の高さは、埋立て等完了時において、隣接する道路の側  



    溝面又は道路面より３０センチメートル以下とし、２以上の道路  

    のある場合は、関係課と協議すること。  

   イ 法面で施工する場合は、道路等への土砂の流出防止のため、法  

    面は３０度以内とし、十分に締め固めを行うこと。この場合にお  

    いて、埋立て等区域が、用排水路に面している場合は、境界から  

    ３０センチメートル以上の平場を設けること。  

   ウ 埋立て等の影響により、道路排水に支障が出ないように十分配  

    慮すること。  

   エ 埋立て等に掘削を伴う場合、現在の地表面より２メートル以上、 

    隣接地より２メートル以内は掘削しないこと。  

  ⑵ 一時堆積の場合について  

   ア 一時堆積する土砂等の高さは、隣接する道路の側溝面又は道路  

    面より２メートル以下とし、２以上の道路のある場合は、関係課  

    と協議すること。  

   イ 土砂等の周囲に、隣地及び道路、水路等の境界から１メートル  

    以上の幅の安全帯を設け、法面は３０度以内とし、十分に締め固  

    めを行うこと。  

   ウ 一時堆積区域の周囲に、土砂等の高さ以上の塀を設置すること。 

  ⑶ 共通基準について  

   ア 隣地の境界に段差がある場合は、土砂等の流出を防止するため、 

    必要に応じて土留めを設置すること。  

   イ 土砂等が乾燥し、飛散するおそれのある場合は、防風網の設置  

    又は散水等の対策を講ずること。  

   ウ その他市長が必要と認める措置を講ずること。 


